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4. 代替性の問題
2つの実効保護率
前節までは，固定的投入係数を仮定して実効保護率を表わしてきた。固定的投入係数と
は．第2節の仮定のところでも明らかにしたように，国内生産要素と輸入投入財間の，あ
るいは輸入投入財相互間の代替性の存在しないことを意味している。この節では，この仮
定を除去して，これらの間に代替性が存在する場合に，実効保護率がどのように変化する
かを考察することにしよう。
ところで．実効保護率と代替性の問題については．すでに十指を越える論文が存在して
いる1)。しかし．議論は混沌としていて．それらの間に共通の支持を得る結果がほとんど
1)実効保護率と代替性の問題についての文献には次のものがある。（年代順）
W. M. Carden, "The Structure of a Tariff System and the Effective Protec-
tive Rate." f. P. E. Vol. 74 (June 1966) pp.221-237. (とくにpp.233-235の部分）
W. P. Travis, "The Effective Rate of Protection and the Question of Labor 
Protection in the United States." f. P. E. Vol. 76 (May /June 1968) pp. 443-
461. J. M. Finger, "Substitution and the Effective Rate of Protection." J. P. 
E. Vol. 77 (Nov./Dec. 1969) pp.972-975. J. Anderson and S. Naya, "Substitution 
and Two Concepts of Effective Rate of Protection." A. E. R. Vol. 59 (Sept. 
1969) pp. 607-612. J. C. Leith, "Substitution and Supply Elasticities in Calcu-
lating the Effective Protective Rate." Q. J.E. Vol. 8 2 (Nov. 1968) pp. 588-601. 
G. D. Wood, Jr. "Substitution and Supply Elasticities in Calculating the Ef-
fective Protective Rate: Comment." Q. J.E. Vol. 84 (Feb. 1970). B. Balassa, S. 
E. Guisinger and D. M. Schydlowsky, "The Effective Rates of Protection and 
The Question of Labor Protection in the United States: A Comment." J. P. 
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確立されていないのが現状である。というのも，本来実効保護率の概念は，投入，産出分
析の応用課題として関税による国内付加価値の変化を測定する極めて特殊な問題を取扱う
用具であり，代替性を前提とする一般的理論とは目的そのものが違うからであろう。そし
て，代替性の存在を認めるという形で実効保護率概念の一般化をすることは意外にも多く
の厄介な問題をひき起したのである。こうした事情のため．この覚書では実効保護率と代
替性の問題についてのサーベイを行なうのは止め，この問題についてのわたくし自身の1
つのボジテイプな主張を試みることにしよう。
論鏃を混乱させた 1つの重要な問題は実効保護率の定義そのものについてである。さき
に，第2節の第2セクションの冒頭で，実効保護率の概念は二様に定線できることを示し
た。すなわち，それらは国内付加価値の変化率，
gj= V/-Vj vj 
E. Vol. 78 (Sept./Oct. 1970) pp. 1150-1162. D. B. Humphrey and T. Tsukahara, 
Jr. "On Substitution and the Effective Rate of Protection." International Eco-
nomic Review. Vol. 1 (Oct. 1970) pp. 488-496. H. G. Grubel and P. J. Lloyd, 
"Substitution and Two Concepts of Effective Rate of Protection:, Comment." 
A. E. R. Vol.60 (Dec. 1970) pp. 1003-1004. W. M. Corden, "The Substitution 
Problem in the Theory of Effective Protection "Journal of International Econ-
omics. Vol. 1, (Feb. 1971) pp. 37-57 reprinted in his The Theory oj Protection. 
Oxford University Press, Ely House, London. 1971 (Ch. 6) pp. 127-151. R. 
W. Jones, "Effective Protection and Substitution." journal of International 
Economics Vol. 1, 1971 pp. 59-81 H. G. Grubel and P. J. Lloyd, "Factor Subs-
titution and Effective Tariff Rates." Review of Economic Studies (Jan. 1971) 
pp. 95-103. V. K. Ramaswami and T. N. Srinivasan, "Tariff Structure and 
Resource Allocation in the Presence of Factor Substitution." in Trade, Balance 
of Payments and Growth: Papers in International Economics in Honor of C. P. 
Kindleberger. ed. by J. N. Bhagwati, North-Holland, Amsterdam, 1971, (Ch. 13) 
pp. 291-299. reprinted in V. K. Ramaswami, Trade and Development: Essays 
in Economics. Allen & Unwin London, 1971, pp. 54-62. M. E. Kreinin, J. B. 
Ramsey & J. Kmenta, "Factor Substitution and Effective Protection Recon-
sidered." A. E. R. Vol. 61 (Dec. 1971) pp. 891-900. W. Ethier, "Input Substi-
tution and the Concept of Effective Rate of Protection." ]. P. E. Vol. 80 (Jan./ 
Feb. 1972)・pp; 34~47. 
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と．国内生産要素価格の変化率．
gJ* = W/-W; W; 
とであった。そして．国内付加価値と国内生産要素価格の間には．
V;=W: 必=W;(l-b;;) 
V/=W///=W/ (1-b;/) 
み： j財1単位の生産に投入される生産要素の量
201 
如： j財1単位の生産に投入される輸入投入財i財の量 (i財の物理的投入係数）
の関係があった。上式で．すべて代替性が存在しない場合は/;,b;Jは常に一定で．み＝
//. あるいは同じことであるが，妬=b';;であった。したがって．二様に表わされた実効
保護率は常に等しく.g戸釦＊が成立した。しかし．いまや輸入投入財と国内生産要素と
の間に代替性が存在するのであるから．関税政策から生じる国内生産要素と輸入投入財の
相対価格の変化によってみも如も変化するであろう。すなわち. f;=I=. み． あるいは
bi;,f=bりとなるであろう。したがって．代替性の存在する場合は gJef=gJ* となる。念の
ため.8; と8;*との大きさの違いを示すと．
f・' ―1-W/-W; (1-b;/) (1-b;1) W/-W; T,'/-V; = f; 
V; W1 W; 
であるから．近似的に，
f-'-f・ 
8;= 8;* + J 1 = 8;* + b;;-b;/ f; 1-b;; 
と表わされる。要するに．代替性が存在する場合は約と81*とは一致せず,81は8;*に
生産要素使用量の変化率．あるいは1マイナス輸入投入係数の変化率を加えたものに等し
い。
小稿では．国内付加価値で表わされた実効保護率約を付加価値実効保護率と呼び，国
、内卑匿要素価格で表わされた実効保護率g;*を要素価格実効保護率と呼ぶことにしよう。
'~ のうちいずれの実効保護率の概念の使用がより適切であろうか。それは実効保護率の概
念の使用目的にも依存するであろう。実効保護率の概念が保護政策による資源配分効果を
示すことを目的とするならば，要素価格実効保護率の概念の方が適切であるという見解が
ある2)。もし・gjと釦＊が異った符号を持つ場合．関税賦課による資源の流れの方向を示
. 
2) H. G. Grubel & P. J. Lloyd, op. cit., pp. 97-98 
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すのは約ではな<g;*である。そしてさらに資源の流れの大きさについては g;*に資
源供給の弾力性を掛けたものによって与えられる。このように幻＊は関税による資源の移
動の大きさと方向を示す点において gjよりも優位を持つというのである。最近ではこの
立場にたつものが多い3)。しかし要素価格実効保護率といっても複数の生産要素が存在す
る場合それらの相対価格の変化をどう評価するのであろうか。コーデンはすべての生産要
素の集合体として付加価値生産物 (valueadded product) という概念を提起したが4),
それは種々問題をはらむ概念である5)。いずれにせよ，要素価格実効保護率は実際に測定
困難な概念である。そのうえ. 2部門以上のモデルに拡張し．国内要素市場が十分に競争
的であるとすれば．部門別の要素価格変化を前提とする要素価格実効保護率の概念は意味
を持たなくなるであろう。
一方．実効保護率の概念が保護政策による国内所得増加の測定．あるいは国内産出量増
加の測定を意図するならば．当然付加価値実効保護率が用いられるであろう。一般に政策
の資源配分効果は．その測定上の困難から所得効果．あるいは産出量効果として測定され
ている。このことは関税政策についても許されるであろう。
こうした理由から．小稿では要素価格実効保護率の概念を取り上げず．付加価値実効保
護率について考察することにしよう。以下の考察は．国内生産要素と輸入投入財との間に
代替性が存在する場合について．付加価値実効保護率と名目関税率との関係をしらべるこ
とである。そして．固定投入係数の場合において得られた第2節のコーデンの結果が代替
性の存在する場合にどのように変更されるかを明らかにすることである。コーデンの提示
した図を改良した図によって説明しよう。数式での説明は後に補足される。
モデルの構成
図によってモデルを構成しよう6)。図による説明の便宜上．国内生産要素と輸入投入財
3)代替性を論じている前記文献中， Carden (The Structure of Tariff System), 
Travis, Anderson and Nayaは付加価値実効保護率について， Carden(The Theory 
。ifProtection), Leith, Grubel and Lloyd は要素価格実効保護率について論じてい
る。
4) W. M. Corden, The Theory of Protection, op. cit., pp. 28-29. 
5) P. J. Lloyd, (Review) "Corden's The Theory of Protection• Economic Record 
Vol. 47 (Dec. 1971) pp. 589-592. 
6) W. M. Corden, The Theory of Protection, op. cit., p.133の図を拡張，改良した
ものである。
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第 6 図
がそれぞれ1種類である場合を仮定しよう。まず．第6図の第3象限では．横軸に国内生
産要素の数量 Vをとり．縦軸に輸入投入財の数量iをとり．両者によって生産される最終
財 j財の等産出量線を描こう。 EE線がその線で．とくに産出量の水準が 1の場合の等産
出量線であるとしよう。この節の仮定．すなわち生産要素と輸入投入財間の代替性の存在
によって, EE線は原点に凸状の右下りの曲線で表わされる。いま, EE線上に任意の1
点Q1をとり．この点でEE線に接する寵線 M1応を引こう。そうすると,M1凡線は
Q1を通る予算線であり． したがって． その勾配は生産要素と輸入投入財との相対価格
P.!P,; 横軸を切る点OM1はj財価格を生産要素価格で割った商P;!Pv,そして縦軸を切
る点 ON1はj財価格を輸入投入財価格で割った商P;/P;をそれぞれ示す。同様に.Q2 
等の点についてもその点に接する予算線を引いて．それぞれOM2,0N2,すなわち．それら
の点における乃IP.,P;/P; を求めることができる。
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一方．この図の第1象限には．横軸に輸入投入財価格を j財価格で割った商， P;/P;,を
縦軸に生産要素価格を j財価格で割った商 P0/P;をそれぞれとろう。図から明らかなよ
うに．第1象限の縦軸と第3象限の横軸，第1象限の横軸と第3象限の縦軸はそれぞれ逆
数関係にある。したがって．その間に補助線として直角双曲線kk,k'k'を引くことによ
って両者の対応関係を示すことができる。そこで．第3象限の Q1点から得られた OM1
の逆数と ON1の逆数とを第1象限の R1点の座標としよう。 同様に.Q2点から得られ
たOM2の逆数と ON2の逆数を R2点の座標としよう。このようにして求められる R1,
R2, ・ …••各点の軌跡をFF線としよう。 FF線は生産要素価格と輸入投入財価格のそれ
ぞれを j財価格で割った商の対応関係を示す曲線である。そして．以上述べたプロセスか
らFF線はEE線から導出されたものであることは明らかであろう。 EE線が原点に凸状
の右下りの曲線であることから, FF線もまた原点に凸状の右下りの曲線である。
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EE線にせよ, FF線にせよ．その弯曲の度合は代替の弾力性に依存する。これを示し
たのが第7図である7)。まず, EE線についてみると．代替の弾力性が大きくなると弯曲
の度合は小さくなり，代替の弾力性が無限大のときに直線となる。逆に，代替の弾力性が
小さくなると弯曲の度合は大きくなり．代替の弾力性がゼロのときにL字型の線となる。
FF線についてはその逆で．代替の弾力性が大きくなるほど弯曲の度合が大きくなり．代
替の弾力性が小さくなるほど弯曲の度合は小さくなる。なお． 図では明示できなかった
が, EE線では代替の弾力性が1より大きい場合, FF線では代替の弾力性が1より小さ
い場合は．これらの線は縦横軸と交わる。代替の弾力性は，またつぎのようにも表わすこ
とができる。いま．原点0とR1点とを結ぶ直線を引くと．この0恥線の勾配は R1点
における生産要素価格と輸入投入財価格の比率,P,/P; を示す。同様に OQ1線の勾配は
Q1点における生産要素量と輸入投入財量との比率, i/vを示す。周知のように．代替の
弾力性はP,/P;の変化率に対する i/vの変化率の比である。いま．当初の OR1線と OQ1
線の勾配．すなわち, P0/P; とi/vの初期値が，同一で 0の角度であると仮定しよう。
そして，P0/P;と初の変化がそれぞれa,pの角度で表わされるとしよう。そうすると，
a(代替の弾力性）
tan(O+{i)-tanO 
tan(O+ct)-tanO 
冗である。 O~a (or P)~ 一ーであるから，2 
a奎Pに応じて，噂1である。
ふたたび第6図に戻って，国内付加価値がどのように表わされるかを考察しよう。最初
の均衡点．すなわち第1象限の R1点とそれに対応する第3象限の均衡点Q1点において
は,Pol月が OH1, vが Ohである。したがって V;/P;, すなわち j財価格で表わさ
れた国内付加価値はOH1らJ1の面積（斜線の部分の面積）で示される。同様に第2の均
衡点 R2-Q2点における j財価格で表わされた国内付加価値も OH2恥J2の面積で示さ
れるであろう。これらの面積は j財価格で割った値である点に注意していただきたい。そ
れゆえ，これらの面積は国内付加価値の変化だけではなく j財価格の変化によっても変化
するものである。
同様に輸入投入財の額も第4象限に示すことができる。 R1-Q1点における j財価格で
7)代替の弾力性と等産出量曲線の弯曲の度合とについては,J. S. Chipman, "A Sur-
vey of The Theory of International Trade: Part 3, The Modern Theory." 
Econometrica Vol. 34, No.1 (Jan, 1966) p. 58. による。
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表わされた輸入投入財の額は OG1K1hの面積で示され， R2-Q点におけるそれは OG2
K山の面積で示される。そして産出量の水準は1であるから. (j財価格）＝（要素価格）
X(要素投入量）+(i財価格） X(i 財投入量）すなわち P1=P0•v+P,・iの定義によって，
OH1L1J1の面積十OGぷ山の面積=OH2らJ2の面積+OGぷ2!2の面積
である。以上で，図によるモデルの構成が終った。つぎにこれを用いて関税の効果を明ら
かにしよう。
関税と付加価値実効保護率
今度は第6図で R1点は関税がかけられていない場合のP;/P;とP0/P;の関係を示す
均衡点としよう。さて．ここで関税が最終財j財にも輸入投入財i財にもともにかけられ
るとしよう。しかも j財にたいする関税率りが i財にたいする関税率t,よりも大きいと
仮定しよう。このような形の関税の賦課は均の値をRの値以上に上昇させ． したがっ
て P,/P;の値を低下させるであろう。そうすると. j財の産出量の水準が不変であると
仮定されるかぎり8), すなわち, FF線で示される関係が維持されるかぎり,P0/ P; の値
は上昇しなければならない。 P0/P1の値が上昇し．しかも関税の賦課によって P;の値は
上昇しているのであるから．このことは. P,。の値は均の値以上に結局上昇しなければ
ならないことを示している。このように．最終財にたいする関税率が輸入投入財にたいす
る関税率より大きい場合は．国内生産要素価格の上昇率．すなわち．最初のセクションで
定義した要素価格実効保護率は最終財にたいする関税率よりも大きい。第6図で R2点を
このような形の関税賦課後の P;/P1とP0/P;の関係を示す均衡点としよう。 R2点はさ
きの第7図を参照すれば代替の弾力性が大きいほど右上に位置するであろう。ということ
は．同じ最終財と輸入投入財にたいする関税率についても．要素価格実効保護率の上昇は
大きい。したがって．要素価格実効保護率は代替の弾力性の増加関数であるということが
できる。
付加価値実効保護率はどうであろうか。前のセクションで国内付加価値の増加率は第2
象限の四辺形の面積で表わされることを示した。第6図でOH1L1J1の面積は関税賦課前の
均衡点 R1-Q1点における j財価格で表わされた国内付加価値を示す。同様に OH2恥J2
8)関税の賦課は国内産出量の供給の弾力性がゼロである場合を除いて国内産出量を増加
させる。したがってこのような仮定は不合理である。しかし，関税による国内産出量の
増加効果が明示的に取扱われても全体として国内付加価値を高めるだけで以下の結果に
特別興味ある変化をもたらすものではない。最後の補足点のところ参照。
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の面積は上記のような形の関税賦課の均衡点,R2-Q2点における j財価格で表わされた
国内付加価値を示す。表示の便宜上，両者の面積を付号A,Bを用いて表わすと，
A(OH止山の面積）= J v. 
P; 
B (OH2L2J2の面積）＝Vバl+g;)
P; (1+り）
であり，したがって．
A 1+t; ＝ B 1+g; 
となる。もし,Aの面積がBの面積より大きければ朽＞約となり．小さければりく約と
なり．そしてAとBの面積が等しければら＝約となるであろう。
りと g;の大小はAとBの面積の大小に関連していることが示されたが．それではAと
Bの面積の大小を決めるのは何であろうか。それは直親的にFF曲線とEE曲線の弯曲の
度合．すなわち代替の弾力性の大きさであることが予想されよう。少し煩雑になるがこの
ことを図で説明しよう。説明の便宜上，当初の OR1線と OQ1線の勾配0をいずれも45°
としよう。このことは最終的な結果に影響するものではない。そうすると, OH1L1Jiと
OGぷ山の面積は等しくなり．いずれもAで表わされる。前のセクションの最後に示し
た関係，
0恥L1Jiの面積+OGぷ山の面積
=0恥Ld2の面積十OGぷ山の面積
=0}2x0H叶 OG訟 Ofo
が成立しているが．このうち OG2,Ofoについては．
OG2=0J2°tan (8+/i), Oh= 
OH2 
tan (8+a) 
であるから． この関係を用い， 面積を表わす符号 A,Bを用いて上記の式を書き直すと
つぎのようになる。
2A = B (tan (0+/3) 
tan ({}+a) +l) 
この式から．括弧の中が2より大きいか小さいかによって Aが Bより大きいか小さいか
決まるのであるから．
a奎¢ に応じて A至B, したがって t;至g;
という条件が得られる。一方．前のセクションで
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a奎Pに応じて a(代替の弾力性）蚕1
の条件がすでに得られていたので．この2つの条件を合わせて究極的につぎの条件が得ら
れるであろう。
6奎1に応じて tJ奎BJ
このように，付加価値実効保護率が最終財にたいする関税率より大きいか小さいかは．代
替の弾力性に依存していて．最終財にたいする関税率が輸入投入財にたいする関税率より
大きい場合においては．代替の弾力性が1より大きくなると付加価値実効保護率は最終財
にたいする関税率よりむしろ小さくなることが示されるのである。
以上は．最終財にたいする関税率が輸入投入財にたいする関税率よりも大きい場合を仮
定しての結果であった。最終財にたいする関税率が輸入投入財にたいする関税率より小さ
い場合の<t;)を仮定すれば上記と逆の結果が得られよう。すなわち, P;/P1が上昇す
るのであるから Po/P1は低下し， 要素価格実効保護率は最終財にたいする関税率よりも
低下しよう。しかし．そうだからといって付加価値実効保護率も最終財にたいする関税率
ょり低下するとは必ずしもいえない。それは代替の弾力性に依存していて，前と同様であ
るので証明は省略するが．最終的に，
這 1に応じて t1蚕gj
の条件が得られるはずである。
以上の結果から．国内生産要素と輸入投入財との間に代替性の存在する場合．付加価値
実効保護率と名目関税率との関係を示すつぎのような総括表が得られるであろう。9)
0<1 
0=110) 
o>l 
り>t; t1=t; りくt;
g;>り
g;=t; 
g;<t; 
g;=t; 
釦=t;
釦=t;
釘<t;
g;=t; 
g1>t1 
9)ライスは，付加価値実効保護率についてではなく．ここでいう要素価格実効保護率に
ついてこれと同一の結果を得ているが，小稿の図による考察の結果からはそれは明らか
に誤りである。 J.C. Leith, op. cit., p.595. 
10) トレイビスは，コプーダグラス型の生産関数を用いる場合は．実効保護率は常に名目
関税率に等しく．関税が実効保護率を高める効果を持たないことを指摘したが．これは
コプーダグラス生産関数は代替の弾力性が1の場合を仮定しているからである。 W.P.
Travis, op. cit., p.446. 
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この表より，代替性が存在しない場合における実効保護率と名目関税率との関係を示すコ
ーデンの結果は．代替性が存在する場合は大きく変更されることが判明する11)。 すなわ
ち代替性が存在しない場合の結果が妥当するのは代替の弾力性が1より小さい場合で．代
替の弾力性が1より大きい場合は全く逆の結果が生じるのである。しかし．このことは直
観的に理解できないことではない。代替の弾力性が1より大きいことは．投入物の相対価
格の変化に比較して投入物の相対的使用量の変化がより大きいことである。したがって．
関税の賦課によって国内生産要素価格が上昇しても，要素使用量がそれ以上に減少するこ
とになり．両者の積である国内付加価値はむしろ減少するわけである。また．輸入投入財
にたいする関税によって国内生産要素価格が下落しても要素使用量がそれ以上に増加する
ことになり．国内付加価値はむしろ増加するわけである。
実効保護率と名目関税率に関するコーデンの結果に関連して．代替性が存在する場合に
ついて実効保護率がマイナスとなる可能性を考えてみよう。もちろん．ここで実効保護率
というのは付加価値実効保護率のことであるが．要素使用量がマイナスとなることはあり
得ないから．付加価値実効保護率がマイナスとなるためには要素価格実効保護率がマイナ
スとならねばならない。したがって．ここでは要素価格実効保護率がマイナスとなる可能
性をしらぺれば十分であろう。第2節の第3セクションで実効保護率がマイナスとなる場
合として．
a,;<1でかつりくa1;t1 あるいは．
a;;>lでかつり>a,;t; であれば' g;<O 
という結果を示した。これはいうまでもなく代替性のない場合．すなわち固定的投入係数
のもとで得られた結果であった。 a;;が固定的投入係数である点に注意されたい。代替性
が存在する場合はどうなるであろうか。
まず．上の方の条件は最終財にたいする関税率より投入係数と輸入投入財にたいする関
税率との積が大きいということであった。 a;;は1より小であるから．これは t;がりよ
11)コーデンは代替性の存在する場合でも，代替性の存在しない場合よりも g,の変動を
大きくするものの g, とりの大小関係（すなわち． 不等号の向き）は変わらないとい
う結果を得たが．それはここでいう要素価格実効保護率についてであって，付加価値実
効保護率についてではない。 W. M. Corden, The T. 加oryof Protection. op. cit., 
p.135. 
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り相当大きいことを意味している。しかし．代替性が存在する場合は.t; がちより大き
くなり輸入投入財の国内価格が生産要素価格に比して上昇すれば．輸入投入財は生産要素
によって代替され上記の条件が必ずしも満たされなくなるかもしれない。いっそう正確な
結果は図によって示される。第8図で関税がかけられていない場合の均衡点を R1点とし
? ? ??
?
第 8 図
よう。 R1点における P;/P;,P,/P; はそれぞれ Oh,OH1である。いま，輸入投入財
にたいする高率の関税によって P;が P;より大きく上昇して P;/P;が Ohに増加する
としよう。代替性のない場合は F"F"線上の移動となり， P,/P;は OH211,すなわちマ
イナスとなる。 P。/P;がマイナスとなることは， P;はプラスであるから， P。がマイナス
となり， したがって実効保護率がマイナスとなることを示している。つぎに代替性が存在
するが代替の弾力性が1より小さい場合は F'F'線上の移動となり，この場合もわずかな
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がら実効保護率はマイナスとなる12)。しかし．代替性が存在して代替の弾力性が1より
大きい場合はFF線上の移動となり．実効保護率はマイナスとならない。
前記の下の方の条件についても同様に図によって説明できる。今度は関税がかけられて
いない場合のP;/P1をOfoとしよう。もし代替性が存在せず，したがってF"F"線を仮
定すれば．この点ではPo/P;はマイナスであり．国内付加価値はマイナスである。いま，
j財に高率の関税がかけられてP;が上昇し P;/P;が Ohの水準に低下するとしよう。
そうすれば国内付加価値はプラスに転じるであろう。代替性が存在するが代替の弾力性が
1より小さい場合も程度は違うが同じことがいえる。これらは．多くの開発途上国におい
て本来赤字の産業を高率の関税政策によって維持している場合として指摘されている。し
かし．これも代替の弾力性が1よりも大きくてFF線に示される状態であればそのような
とこはあり得ないわけである。
要するに国内生産要素と輸入投入財との間に十分な代替性が存在する場合は実効保護率
がマイナスとなることはあり得ないことが判明した。
最後に．代替性の存在する場合は存在しない場合に比較して実効保護率をどのように変
化させるかに言及しよう。第 9 図によって説明しよう。 R1 点は最初の均衡点であり• F' 
?
?
F 
ッ ＿
? ?
第 9 図
?
?
?
12)コーデンは代替性の存在する場合はこのような形で実効保護率がマイナスとなること
はあり得ないとしている。それは代替の弾力性が1より大なる場合をすべてと考え. 1 
より小なる場合を無視しているからである。 W.M. Carden, T. 加 T加oryof Prate-
ction. op. cit., pp. 142-144. 
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F'線は代替性のない場合のFF線である。いま．最終財にたいする関税率が輸入投入財
にたいする関税率より大きく.P, 辺うが Ohから OI2に減少するとしよう。国内生産要
素と輸入投入財との間に代替性のない場合は均衡点がR2'に変化するのに対して．代替性
のある場合は R2に変化する。この変化を P,/P;に関してみると，代替性のない場合は
OH2'にしか増加しないのにたいして．代替性のある場合は OH2に増加する。したがっ
て．要素価格実効保護率に関するかぎり代替性の存在はそれを高める。しかし，他面にお
いて代替性のない場合は要素使用量 Vを変化させず．最初のOJiの水準に固定する。し
OH2 たがって．付加価値実効保護率が代替性の存在によって増加するか減少するかは．
L2hの面積が OH2'L1'J1の面積より大きいか小さいかに依存している。 このことは近
似的にいって,H凶油/OH2'が J1l2/0Ji より大きいか小さいかに依存しているといえ
る。これらの比率も代替の弾力性に依存するが，代替性の存在はそれが存在しない場合に
比較して．概して付加価値実効保護率を低下させる可能性が強い。最終財にたいする関税
率が輸入投入財にたいする関税率よりも小さい場合は逆の結果が見られるであろう。しか
し．これらの場合の厳密な条件については後の数式による表示にゆずることにしたい。
数式による表示
この節では2つの実効保護率を区別し．主として付加価値実効保護率について名目関税
率との関係を明らかにした。それらはすぺて図によって説明された。 このセクションで
は．正確を期すために．この図によって説明した結果を数式によって表わそう。
1. 輸入投入係数の変化
この節の最初のところでも示唆したように．代替性の存在は輸入投入係数を変化させ
る。しかし．輸入投入係数は図による説明では明示する必要はなかったが，数式による説
明では不可欠である。そこでまず．輸入投入係数を表わすことから始めよう。いままでと
同様に．
れる。
1国内生産要素 1輸入投入財を仮定すると輸入投入係数はつぎのように表わさ
i 
P;i P;i 万―
a;,=ー ＝＝．
P;j P;i+ P,v~ —＋且＿
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P;: j財1単位の価格
j : j財の生産量
V P; 
P,: 輸入投入財i財1単位の価格
i : j財1単位を生産するに必要とされる輸入投入財の量
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凡：国内生産要素の価格
V: j財1単位を生産するに必要とされる国内生産要素の墓
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いま. j財， i財にたいする関税の賦課によってP./P;はPv'/P;'に変化し．代替性の存
在から枷もり/v'にそれぞれ変化し．その変化率が．
各＝合(1丑）
i' 
-=-(l+Y) 
V V 
ただし. j財にたいする関税率を t;, i財にたいする関税率を t,とすると．
朽>t,であれば x, Y>O 
朽=t,であれば X, y=O 
りくt,であれば x, Y<O 
と表わされるとしよう。そうすると． 関税賦課後における輸入投入係数 a';;はつぎのよ
うに表わされる。
i' 
P;'i' V1 V 
＝ P/j'i'P.'= i P0(1+x) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4・ 3 ・ 1) +―-+ v'P/ v P;(l十y)
a';; 
この輸入投入係数を表わす式の• (l+x)/(l+y)の項について考えよう。すなわち. y/x 
は国内生産要素と輸入投入財とに関して．両者の相対価格の変化率にたいする両者の相対
投入量の変化率を示す。したがって'y/xは代替の弾力性にほかならない。 y/xを 0で
表わそう。そうすると．
1 1 
—+ l+x y a 
＝ 1十y 1 
—+ 1 y 
となり．この式から， 0 の大きさによって (l+x)/(l+y)の大きさが判明する。
第 1表
ち>ti ら=t; t;<t, 
a<l ll++x Y >1, 
l+x 
l+Y =1, 
l+x 
1十y<1 
l+x l+x l+x 
a=l 1十y=1, l+y =1, l+y =1 
a>l l1+十xy <1. 
l+x 
ll++x y・ >1 l+Y =1, 
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この表からさらに• aの大きさによって a';;と• a;; の大小関係が判明するであろう。
第 2表
t;>t; り=t; t;<t; 
a<l a';;<a;; a';;=a;; a';;>a;1 
a=l a';;=a;; a'1;=a1; a';;=a;; 
<1>1 a';;>a;; a'11=a11 a';;<a;; 
このように．代替性の存在する場合は．輸入投入係数は関税の賦課によって変化するが．
その変化の方向と大きさは代替の弾力性に依存している。
2. 付加価値実効保護率の定式化
代替性の存在が輸入投入係数をどのように変化させるかが示されたので．その結果を用
いて付加価値実効保護率を数式に表わそう。図による説明では j財の産出量水準が1で一
定の仮定がおかれていたが，それは以下の数式においてj=j'=lと仮定することである。
さて．国内付加価値は関税によって変化するだけではなく．その変化は Vとiの代替によ
ってもゆがめられるから．付加価値実効保護率は，
約＝
V/-V; 
V; 
V1=P;j-P;i=ら(1-a1;)
Vり=P/j'-P';i'=P;(l+り）(1-a;/) 
したがって．
1-a'1; (1+g1) = (1十り）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4・3・2)1-a,1 
あるいは．
釦=t;― 
(a'1;-a,1)(1+り）18) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4・3・3) 1-a,; 
と表わされる。これらの式から．付加価値実効保護率と名目関税率との関係．付加価値実
効保護率がマイナスとなる場合の条件．代替性の存在する場合としない場合の実効保護率
の比較等をそれぞれ明らかにしよう。
3. 名目関税率との関係
13)この表示は giとりの関係をしらべるうえに便利である。 J. Anderson and S 
Naya, op. cit., p. 608. (6)式参照。
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(4・3・2), あるいは (4・3・3)から，さきのa';;とa;;に関する第2表の結果を用い
て gj,t;, t; の関係はつぎのように求められるであろう。
第 3表
り>t; り=t; りくt,
a<l g;>t; 約=t; g;<t; 
a=l 釦=t; 約=t; 釦=t;
a>l g;<t; g;=t; K;>り
この結果は当然のことながら図で求めた結果と一致している。 (4・3・1)より 0→00とす
れば a';;は一定の値に収束することから． 第3表を図に描くと，第10図のように表わさ
れるであろう。
g」
?
t1< t; 
t=t、
t1>t、
(1 
第 10 図
4. マイナスとなる場合
(4・3・2)より．実効保護率がマイナス， g;<Oとなるための条件は，
(1-a';;) 
(1-a;;) (1+り）<1 
と求められる。これが成立するためのいっそう詳細な条件は，関税賦課後の投入係数が1
より大となることはありえず，常に a';;<lであるから，
a;;<lでかつ a';;>a;; (必要条件のみ）•… ·•(a)
あるいは, a;;>l (必要十分条件） •…… ··(b) 
のいずれかの場合であろう。ところで． このうち(a)の条件は代替性のない場合のように
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t;<a的であっても必ずしも満たされるわけではない。第3表に提示した g;とりの関
係より， t;<a;出であっても， a>lの場合は g;>りとなり， g;<Oとなることはありえ
ないからである。 t;<a;;f;の場合(a)の条件が満たされるためには，さらに a<lであるこ
とが必要である。しかし， (b)のa;;>lの場合はgjは常にマイナスとなる。しかし，こう
いう場合が生じるのは国内付加価値が課税前マイナスで，関税によって保護されてはじめ
てプラスとなる場合である。そこで第3表の結果から，もし 0>1であれば g;<ちで，
関税がかけられた後も g;がプラスとなる必然性はない。したがって，この場合(b)の条件
が満たされるためにも a<lであることが必要である。要するに，代替性の存在する場合
実効保護率がマイナスとなるためには a<lであることが必要条件である。そして，この
結果も図で求めた結果と一致している。
5. 代替性が存在しない場合との比較
代替性が存在しない場合の実効保護率を goとしよう。そうすると (4・3・3)より，
g;-go=f;-
(a';;-a;;) (1 +t ;) _t ;-a;;f; (a;;-a';;) + (a;;f;-a';; り）＝ 1-a;; 1-a;; 1-a;; 
がえられる。この式より gjとgoの大小関係を決める条件は，
1 I>叩 >aり；でかつ a;;t;>aり；りであれば， g;>go
叩 <a';;でかつ a; 出<a';;りであれば， g;<go
と示される。この条件は上記の a;;と aケ；の比較した第2表を用いてつぎのように表わ
すことができる。
第 4表
り>t; 朽=t; tj<t; 
a<l ？ gj=g。 ？ 
a=l gi<go gj=g。 gj>g。
a>l g;<g。 釦=g。 gj>g。
このような厳密な条件は図では明示できなかったものである。
若干の補足点
この節では，国内生産要素と輸入投入財との間に代替性が存在する場合には実効保護率
がどのように変化するかを，とくに名目関税率との関係を中心として考察してきた。代替
性が存在する場合は，付加価値実効保護率と要素価格実効保護率とが区別されなければな
らないが，ここではいくつかの理由から付加価値実効保護率を取り上げて論じてきた。そ
の結果，実効保護率が名目関税率より大きくなるか小さくなるかは，代替の弾力性に依存
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していることが判明した。すなわち，代替の弾力性が1より小さい場合は，代替性のない
ときと同様の結果が得られたが，代替の弾力性が1より大きい場合は，代替性のないとき
と全く逆の結果が得られた。関税によって国内生産要素価格が引き上げられても，国内生
産要素の使用量は輸入投入財に代替されて減少する。したがって，両者の積である国内付
加価値がどう変化するかは，生産要素価格の相対的な変化にたいするその使用量の相対的
な変化，すなわち代替の弾力性に依存するわけである。
けれども，これらの結果は，いくつかの問題を分析の単純化のために無視して得られた
ものであった。最後に，それらの問題のうち2つばかりの点について補足しておきたい。
第1は，輸入投入財が1種類であることを仮定し，したがって輸入投入財間の代替性の
存在を無視してきたことである。輸入投入財が2種類以上あり，その間に代替性が存在す
れば，実効保護率はどのように変化するであろうか。いまかりに，輸入投入財が2種類あ
り，両方に異なる率の関税がかけられているとしよう。そうすると，代替性が存在する場
合は，高関税の投入財の輸入が減り，低関税の投入財の輸入がふえ，要するに前者が後者
によって代替されることになるであろう。したがうて，代替性のない場合に比べて，輸入
投入財の平均された関税率は低下し，他の条件を一定とすれば，それだけ実効保護率を高
めることになる。そしてこの効果は，両輸入投入財間の代替の弾力性が大きいほど大きい
であろう。
前およびその前のセクションで，代替性が存在する場合と代替性が存在しない場合の実
効保護率を比較し，前者の場合は後者の場合より実効保護率の変化が緩慢な可能性を指摘
した。具体的にいうと，たとえば最終財にたいする関税率が輸入投入財にたいする関税率
より大きい場合，実効保護率は引き上げられるが，代替性を認めると，それがない場合ほ
ども実効保護率が引き上げられない可能性が強い。しかし，この結果は，輸入投入財相互
間の代替性による実効保護率の上昇によって割引かれる必要がある。
第2は，関税が国内生産量を増加させる効果を無視してきたことである。このことは，
第6図でいうと， EE線が関税のあるなしにかかわらず一定不変と仮定したことである。
通常，関税はそれが課せられた財の供給の弾力性がゼロより大きいかぎり，換言すれば，
その財の供給曲線がノーマルな右上りの曲線であるかぎり，その財の国内生産量を増加さ
せる。これは関税の保護効果と普通いわれるものである。国内生産量の増加は，それに応
じて生産要素使用盤を増加させるから，実効保護率を高めることはいうまでもないであろ
う。すなわち，第6図で他を一定としてEE線のみ原点から反対の方向ヘシフトするので
あるから，生産要素の使用量を示す (v軸上の）点は左へ移行し，第2象限の矩形の面積
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で示される実効保護率も当然大きくなる。要するに，関税の国内生産量増加効果を考慮に
入れると，実効保護率は高められる。そして，実効保護率がどれだけ高められるかは，供
給の弾力性に依存し，供給の弾力性が大きいほど大きいであろう。この結果は，前および
その前のセクションで得られた実効保護率と名目関税率との関係をそれだけ修正するもの
であり，実効保護率が名目関税率より大きくなる可能性を強くするものである。
こうした2つの補足効果は，この節で主として考察した国内生産要素と輸入投入財の代
替性の効果に比較して小さいものとは必ずしもいえないであろう。
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